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条 例 案 等 の 概 要   

（令和８年９月定例市議会） 

条 例 名 要     旨 

１． 

【議案第６９号】 

 行田市行政手続等における情

報通信の技術の利用に関する条

例の一部を改正する条例 

 

  所管部署 総合政策部 

       情報政策課 

 

 

１ 趣 旨 

  行政手続等の利便性の向上を図るため、自治体が国の登記情報システ

ムから登記情報を直接確認できるようになることに伴い、登記事項証明

書等の添付書面等を省略することができることとする通則的な規定の追

加のほか、所要の整備を行うため、条例の一部を改正しようとするもので

す。 

 

２ 内 容 

 ⑴ 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律に合わせて、所

要の整備を行うもの（題名、第２条、第９条、第１０条） 

 ⑵ デジタル技術を活用した市民の利便性向上及び行政運営の効率化推

進のため、本条例の目的を改めるもの（第１条） 

 ⑶ 行政手続のオンライン化の実施に伴い、所要の整備を行うもの（第３

条、第４条、第５条、第６条） 

 ⑷ 行政手続のオンライン化の対象から除くものについて規定するもの

（第７条） 

 ⑸ 市の機関等が取得できる情報の添付を省略できる規定を追加するも

の（第８条） 

 ⑹ 用語の整備を行うもの（第１１条、附則第２項） 

 

３ 施行期日 

  公布の日 

 

２． 

【議案第７０号】 

 行田市職員の勤務時間、休日及

び休暇に関する条例の一部を改

正する条例 

 

  所管部署 総務部 

       人事課 

 

 

１ 趣 旨 

  職員の特別休暇に被害者参加人として裁判所に出頭する場合を追加す

るほか、所要の整備を行うため、条例の一部を改正しようとするもので

す。 

 

２ 内 容 

 ⑴ 職員の特別休暇に被害者参加人として裁判所に出頭する場合を追加

するもの（第１４条第２項第２号） 

 ⑵ 引用する法律の条項を改めるもの（第１４条第２項第４号） 

 

３ 施行期日 

  公布の日、第１４条第２項第４号の改正規定 健康保険法等の一部を

改正する法律（令和８年法律第３１号）附則第１条第６号の政令で定める

日 

 

 

３． 

【議案第７１号】 

 行田市認可地縁団体印鑑条例

の一部を改正する条例 

 

  所管部署 市民生活部 

       地域活動推進課 

１ 趣 旨 

  地方自治法施行規則の一部を改正する省令による改正に伴い、所要の

整備を行うため、条例の一部を改正しようとするものです。 

 

２ 内 容 

 ⑴ 引用する法律の条項を改めるもの（第２条、第４条） 
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３ 施行期日 

  令和８年１０月１日 

 

４． 

【議案第７２号】 

 行田市国民健康保険条例の一

部を改正する条例 

 

  所管部署 健康福祉部 

       健康課 

 

 

１ 趣 旨 

  診療報酬の算定方法の一部改正に伴い、所要の整備を行うため、条例の

一部を改正しようとするものです。 

 

２ 内 容 

 ⑴ 引用する告示の規定を改めるもの（第５条） 

 

３ 施行期日 

  公布の日 

 

５． 

【議案第７３号】 

 行田市景観条例の一部を改正

する条例 

 

  所管部署 都市整備部 

       都市計画課 

 

 

１ 趣 旨 

  都市再生特別措置法等の一部を改正する法律による改正に伴い、所要

の整備を行うため、条例の一部を改正しようとするものです。 

 

２ 内 容 

 ⑴ 引用する法律の条項を改めるもの（第１３条） 

 

３ 施行期日 

  都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２３号）

附則第１条の政令で定める日 

 

６. 

【議案第７４号】 

 行田市企業職員の給与の種類

及び基準を定める条例の一部を

改正する条例 

 

  所管部署 都市整備部 

       上下水道経営課 

１ 趣 旨 

  企業職員のうち非常勤職員の退職手当の要件の見直し、会計年度任用

職員に勤勉手当を、定年前再任用短時間勤務職員に住居手当を支給する

ため、条例の一部を改正しようとするものです。 

 

２ 内容 

 ⑴ フルタイム会計年度任用職員に対する退職手当の支給要件につい

て、１月の勤務日数に係る要件を緩和する規定を追加するもの（第１５

条） 

 ⑵ 会計年度任用職員に係る適用除外の規定から勤勉手当の引用部分を

削るもの（第１９条） 

 ⑶ 定年前再任用短時間勤務職員に係る適用除外の規定から住居手当の

引用部分を削るもの（第２０条） 

  

３ 施行期日 

  公布の日 

 

７. 

【議案第７５号】 

 行田市立小中学校学習者用及

び教職員等用タブレット端末フ

ィルタリングソフトライセンス

の取得について 

 

  所管部署 学校教育部 

       教育総務課 

１ 趣 旨 

  行田市立小中学校学習者用及び教職員等用タブレット端末フィルタリ

ングソフトライセンスを取得しようとするものです。 

 

２ 内 容 

 ⑴ 品名 

  行田市立小中学校学習者用及び教職員等用タブレット端末フィルタリ

ングソフトライセンス 

 ⑵ 数量 
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   ５,０６０ライセンス 

 ⑶ 取得方法 

  随意契約 

 ⑷ 取得金額 

  金４８，４２４，２００円 

  (うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金４，４０２，２００円) 

 ⑸ 契約の相手方 

  埼玉県行田市佐間２丁目１番４８号 

  五幸事務機株式会社行田支店 

  支店長 石井 潤治 

 

 


